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経営最高責任名 フレッド・ポーチ レジ・ジョーンズ ジャック・ウヱjレチ
項目 / 期間 1961-70 1971-80 1981-92 
売上向成一長 7.2 11.2 7.0 10.0 
(年平均、%)
税引利益成長
3.6 12.8 10.0 12.0 (同上)
売ヒ税引利益率 5.1→3.8 →6.1 →8.4 →9.3 
(期初→期末、%)
株主資本利益率 (ROE)
14.8→12.6 一>19.5 →8.4 →23.9 
(同上)
株価時価総額の伸び 1.2 1.3 15.7 33.0 (年平均、%)
従業員 28-> 40 一>37 →23 一>29
(期初→期末、万人)
名目GNP成長率




























順位(昨年) 名前 国籍 時価総額 利益 (昨年) ROC巨 資本金 従業員
44 (25) Lloyds TSB 英国 60，214.8 3，162.0 (2，505.0) 62.3 6，254 92，655 
59 ( 14) HSBC Hold. 英国 48，430.8 8，360.2 (7，608.5) 32.7 27，652 132，969 
142 (65) Barclays 英国 24.275.6 2，886.0 (3，878.2) 23.6 12.815 84，300 
154 (133) N品tWest 英国 22，632.0 1，011.0 (1，122.0) 13.4 7，897 77，000 
67 (31) Citicorp 英国 42，029.7 3，591.0 (3，788.0) 17.3 21，196 93，700 









何年 96年 97年 98年 99年 ∞年
英国小口金融 (0&G)3，224 56，089(64) 48，034 45，368 45，658 45，371(59) 
住宅貸付 (A-Life)8，915 4，020(5) 3，715 3.726 3，669 3，657(5) 
保険・投資 (8& T)55，262 6，385(7) 8，328 7.758 5，187 6，420(8) 
(リァー lレ計) 67，401 66，494(76) 60，077 56，852 54，514 55，448(72) 
大口金融 7.618 6，055(7) 5.706 5，880 7.094 8.339(11) 
国際 10.985 13，458(15) 12.669 13.870 13.223 12.563(16) 
その他 708 999(1) 469 594 1.225 1.190(2) 












-一一- Basic salary-set in relation to other comparable companies 
()i包み;報酬ー |πl業他社を参巧‘)
Annual incentive scheme 





Medium-term incentive plan 
-is subject to two performance targets， based on the efficiency 
-一一 ratio and return on equity 
(仁判明 3 {Fn~i.!i向の報酬i)\ 而i
一 1，1 探効射性比射(常業~HJ/収総)、 11j;'i、自己資本利続本
*同棟三4と迷!ぷの場合は、支払われない
Long-term rewards 
-based on total shareholder return (calculated by reference 10 
both dividends and growth in share price over the relevant 
(three year) period 
(l~J倒的観点からの傑賞
一株主利益(同己当+株価の成長)でランク付け)























































一一経 営 論 集一一
図表6 役員報酬の決まり方はどのように変更されたか
(Lloyds TSB Group 2009年のケース)
+一一 Basesalary 
(基本報酬ー有力他銀行を参考)
-Set competitively relative to FTSE20 and banking sector 
competitors 
←-Annual incentive 
(年度業績、利害関係者への配慮・リスク管理・提携先管理)・Based50 per cent on Group financial targets relating to profit 
before tax and economic profit 
・Based50 per cent on balanced scorecard covering， customers， 
people， risk and build franchise. 
Long-Term Incentive Plan 
酬|‘一一(長期的観点からの報酬計画、株式利益園経済利益・統合に向け
ての努力に対する褒賞)
・120per cent of salary Normal L TIP Award based: 
-50 per cent on Earnings per Share 
・50per cent on Economic Profit 
-80 per cent of salary Integration Award based: 
-50per cent on financial synergy savings 












































28 一一一経 営 論 集一一一
ではなく，企業価値優先の考え方から出てきたものである。しかも定期昇給やペースアップに
は応じず，一時金や賞与で支払うというのは固定費としての対応ではなく，変動費での対処で
ある。これは規模拡大経営・株主価値経営時代の古典的な対応に過ぎない。失業率の高止まり，
社会保障制度への不安，地域経済の疲弊という「現代的貧困Jに立ち向かうには，経済界はま
ず雇用環境の改善，社会保障の安定，そして地域経済の復活に努力すべきなのに，そうしたこ
とに対するピジョンも対応策も打ち出せずにいるのである。
さて「現代的貧困Jに対応していくためには経営分析はどうあるべきであろうか。
まず第 lは，株主価値経営への反省に立って分析手法を吟味するということである。株主・
投資家の観点から経営成果を見るのではなく，各種のステークホルダーや社会的，環境的視点
から経営成果を見るということである。
第2は，労働者を排出することが経営成果につながるような分析指標，つまり効率性比率な
どは虫視しないというととである。現代社会が棟々な人間の営みで構成きれている以上，ある
分野の人間のみを排除することはできない。あるところで排除できたとしても，別の局面で参
加するルート，側面を残しておかねばならない。起業や NPO設立，あるいは巡った業種での
事業参入など多様な再挑戦の機会を同時に設けておくことである。これは具体的・実践的には
事業家の仕事だが，全体的・制度的には政治家や研究者の役割である。
第3は，絶対的な視点や部分的な手法は避けるということである。株主のみ重視するとか，
労働者のみを重視するとか こうした絶対的・部分的な視点・手法は必ず破たんする。株主と
労働者の双方-を見るとか，失業率の改善と収益性の向上の両方を見るとか，双方向的な視点が
必要である。 ROEと社会貢献指標をセットで見るとか 株主利益を労働者利益あるいは顧客
利益をセットで見るとかである。経営分析はバランスを重視することが大切である。
以上から明らかなように.r現代的貧困」への対応を考えた経営分析は，多様な視点，参加
の視点，そしてバランスの視点という 3つの視点とそれに基づく分析手法が求められるのであ
る。
